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子供の有無と女性の働き方に関する考察

小　﨑　敏　男

Ａ Study on the Way of Working of Women and Children

Toshio KOSAKI

Abstract

This paper makes a study on ways of working with the presence or absence of children 

continued from Kosaki （2011）. I can use the anonymous data Statistics Bureau （2002） of 

“Employment Status Survey”, Kosaki （2011） was considered a way of working and falling 

birthrate of women. As a result, the number of children and employment of women 

obser ved in a cross-section analysis using macro data did not obser ve a positive 

correlation. A negative correlation was observed.

In this paper, using anonymous data （2006）, “Social Life Survey” of （time edited） 
Ministry of Internal Affairs and Communications Statistics Bureau, I consider ways of 

working women and the presence or absence of children. However, unfortunately, the 

number of children has not been investigated in this study. Of interest in this paper, we 

study ways of working women with children under 6 years of age and the presence or 

absence of children.
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１．はじめに

本稿は，小﨑（2011）に続き子供の有無と働き方に関する考察を行う。小﨑（2011）は

総務省統計局（2002）『就業構造基本統計調査』の匿名データを使用して，少子化と女性

の働き方を考察した。その結果，マクロデータを使用した横断面分析で観察される女性の

就業と子供数は正の相関は観察されず，負の相関が観察された。より具体的には，妻が無

業（専業主婦）を参照カテゴリーとした場合，有業の妻は４割程度子供１人以上持つ確率

を低めていた。また，妻がアルバイト・派遣・契約社員等を参照カテゴリーとした場合，

正規の職員・従業員は子供２人以上持つ確率を低下させていた。また，妻の所得増加と１

週間の労働時間43時間以上は，子供１人と子供２人以上持つ確率を低めていた。

本稿では，総務省統計局（2006）『社会生活基本調査』（時間編）の匿名データを使用し

て，子供の有無と女性の働き方を考察する。但し，残念ながら，本調査には子供の数が調

査されていない。本稿での関心は，子供の有無及び６歳未満の子供を持つ女性の働き方に

関して考察を行う。

２．年齢区分と子供の有無

本節では，本稿で使用されるデータに関して簡単に説明した後に，女性の年齢区分と子

供の有無に関して考察する。

2.1　使用するデータに関して

本稿で使用する総務省統計局（2006）『社会生活基本調査』は，国民生活の実態を明ら

かにすることを目的として1976年以来５年ごとに調査が行われている。使用されるデータ

は，2006年10月20日に実施された調査で，第７回目にあたる。調査の対象は指定した調査

区（全国で約6700調査区）内に居住する世帯から，約８万世帯の10歳以上の世帯員約20万

を対象としている。

調査内容は過去１年間の生活行動と，2006年10月14から22日のうち，指定された連続す

る２日間の生活時間について調査されている。生活時間については行動の種類の他，一緒

にいた人の状況などが15分単位で調査票に記入されている。本調査は，時間編と行動編が

あるが本稿では時間編を使用して分析を行っている。

「社会生活基本調査」を利用した研究として津谷（2006），黒田（2010a;ｂ，2011），水

野谷（2012），玄田・高橋（2013），勝浦（2013）など多数の論文がある。2013年３月号の
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雑誌「統計」では，「社会生活基本調査結果の分析」の特集号となっている。但し，「社会

生活調査」を使用して，本稿で採り上げる「子供の有無と女性の働き方」に関する研究を

行っている論文は存在しないか少ないと思われる。

2.2　年齢区分と子供の有無

■既婚女性の年齢階層と子供の有無

図１は，2006年の『社会生活基本調査』の匿名データの個票から，15～49歳を対象とし

て，５歳刻みでの既婚女性に対する子供の有無を調べたものである。既婚女性で子供がい

ない割合が高いのは，25～29歳層が最も高く27.3％となっている。次に15～19歳層となっ

図１　既婚女性の年齢階層と子供の有無（単位；％）

図２　子供の有無の比率と既婚女性の年齢内訳（単位；％）

(%)

(%)



小﨑敏男

16 東海大学紀要政治経済学部

ている。また，子供がいるが６歳未満の子供がいないのは，45～49歳層が最も高く８割と

なっている。次に，35～39歳で46.2％となっている。６歳未満の子供がいるのは，15～34

歳層までが他の年齢層とはことなり６割以上となっている。特に，20～24歳が最も高く，

76.9％となっている。15～49歳全体（合計）で，子供がいないのは15.8％，子供がいるが

６歳未満はいないが52.2％，６歳未満の子供がいるのは32％となっている。

図２は，15～49歳全体を100％とした場合の内訳を示している。それによれば，６歳未

満の子供がいる比率が高いのは，30歳代であることが分る。30歳前半では12.3％，30歳後

半では9.8％となっている。子供がいるが６歳未満の子供はいないのは，40歳代が最も高

く，40歳前半で18.2％，40歳後半で20.6％となっている。子供がいない比率が高いのは40

歳後半が最も高く，4.5％となっている。

３．既婚女性の就業行動と子供の有無；二項ロジット分析

■共働きか否か

表１は，子供がいないを参照カテゴリーとして子供がいる確率を表している。３大都市

圏は３大都市圏以外と比較して，２割程度子供を持つ確率が低い。妻の年齢は，15～19歳

を参照カテゴリーとすると，40歳代で子供を持つ確率が1.5～1.8倍となっている。次に，

妻の学歴に関しては，義務教育を参照カテゴリーとすると，高卒の女性は２割程度子供を

持つ確率を高めている。一方，大学・大学院卒では，３割程度子供を持つ確率を低下させ

ている。世帯所得が子供を持つ確率に与える影響は，100万円未満を参照カテゴリーとす

ると，所得が400万円以上で子供を持つ確率と正の相関がある。最も高いのは800万円台で

オッズ比は1.9倍を示している。我われが最も関心のある働き方に関して，夫も妻も有業

を参照カテゴリーとした場合，夫が無業・妻が有業と夫も妻も無業の場合に，子供を持つ

確率を低下させている。最も子供を持つ確率を高める働き方は，夫が有業・妻無業の場合

で，夫も妻も有業と比較して，50％以上子供を持つ確率を高める。この結果は，小﨑

（2011）の考察と同様である。

■夫婦の週間就業時間

表２は，夫婦の週間就業時間に関する子供を持つ確率を示している。地域に関する変数

は表１と同じく，３大都市圏で２割程度かそれ以上に子供を持つ確率を低下させている。

妻の年齢は45～49歳を参照カテゴリーとすると，40歳代で子供を持つ確率を高めている。

1.5～1.7倍を示している。学歴に関しては，大学・大学院卒で子供を持つ確率を参照カテ

ゴリーの義務教育と比較して４割程度低下している。世帯の年収は200万以上で子供を持

つ確率を高めている。600万台や1000万円以上の層も子供を持つ確率が高い。最も高いの
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は，表１と同様800万円台となっている。週間就業時間に関しては，夫，妻共に35時間以

上を参照カテゴリーとした場合，夫35時間以上，妻35時間未満の働き方が最も子供を持つ

確率を高めている。参照カテゴリーと比較して50％程度子供を持つ確率を高めている。

次に，夫，妻共に35時間未満でオッズ比1.3を示している。ライフ・ワーク・バランス

を重視して，夫婦ともに労働時間を削減して35時間未満の労働を行っても，現状では，上

述した夫35時間以上，妻35時未満の働き方よりも子供を持つ確率が高くないことは，政策

的含意を含んでいると思われる。夫35時間未満，妻35時間以上の働き方は，子供のいる確

率が統計的に有意となっていない。妻と夫共に長時間労働と妻の長時間労働の働き方は，

子供を持つ確率を高めない。

表１　子供がいる確率（共働きか否か）

注：
１）子供がいないを参照カテゴリーとしている。
２） ＊，＊＊，＊＊＊は10，５，１％でそれぞれ統計

的に有意。

表２　子供がいる確率（週間就業時間）

注：
１）子供がいないを参照カテゴリーとしている。
２） ＊，＊＊，＊＊＊は10，５，１％でそれぞれ統計

的に有意。
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■職業・就業形態・就業時間・企業規模

表３は，職業・就業形態・就業時間・企業規模を中心に考察した表である。地域の変

数，年齢，学歴などの変数は，ほとんど表１及び２と変化がない。世帯所得に関しては，

300万円以上で子供を持つ確率が増加している。最も高い確率を持つ層は，変化がなく800

万円台である。世帯所得1500万円以上でも高いオッズ比を示していて，約２倍を示してい

る。職業に関する変数は，専門的・技術的従業者を参照カテゴリーとすると，教員，保

安・サービス・家庭生活支援，保安職業，農林漁業，製造・制作・機械運転・建設作業，

労務作業の職業で子供を持つ確率を高めている。最も高いのは教員と農林漁業で，オッズ

比3.8倍を示している。教員は身分が安定していること，農林漁業では子供の労働力化な

どが関係しているのかもしれない。次に，就業形態の変数では，正規の職員・従業員を参

照カテゴリーとした場合は，パート，家族従業者，内職などの就業形態で子供を持つ確率

を高めている。最も高いのは，内職となっていて，正規職員の3.2倍を示している。一方，

派遣会社の派遣社員は子供を持つ確率を低下させている。ふだんの１週間の就業時間に関

しては，15時間未満を参照カテゴリーとした場合，就業時間が長くなればなるほど子供を

持つ確率を低下させている。35時間以上でその傾向が顕著である。最も子供を持つ確率を

低下させているのは，49時間以上の長時間労働である。その意味では，既婚女性のワー

ク・ライフ・バランスが重要な役割を占めている。この結果も小﨑（2011）の結果と同様

である。最後に，企業規模に関して，１～４人を参照カテゴリーとすると，５～９人規模

と1000～4999人の大規模な企業及び官公庁等に勤めている女性で子供を持つ確率を高めて

いる。最も確率が高いのは，身分が安定している官公庁等で1.6倍を示している。５～９

人規模の企業が統計的に有意になっているのは，子育てをしながらパートなどの柔軟な働

き方が可能な企業が多いと推測される。

４．６歳未満の子供を持つ既婚女性の就業行動

この節では，子供を持つ既婚女性の中で，６歳未満の子供を持つ女性の就業行動を考察

する。子供がいるが６歳未満の子供はいないを参照カテゴリーとして６歳未満の子供を持

つ確率を２項ロジット分析した結果が表４である。地域の変数は統計的には有意となって

いない。45～49歳を参照カテゴリーとした場合，20～24歳以外の年齢では６歳未満の子供

がいる確率が上昇している。最も高いのは25～29歳となっている。学歴では，大学・大学

院卒で最も高い確率となっている。世帯所得では，100～199万円世帯以外は統計的に有意

となっていない。職業の変数で，専門的・技術的従業者を参照カテゴリーとした場合，事

務・販売従業者，保安・サービス・家庭生活支援，その他サービス，農林漁業，製造・制
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注：表１と同じ注：表１と同じ

表４　 ６歳未満の子供を持つ確率（職業・
就業形態・労働時間・企業規模）

表３　 子供を持つ確率（職業・就業形態・
労働時間・企業規模）
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作・機械運転・建設作業，労務作業などの職業は，６歳未満の子供がいる確率を低下させ

ている。最も低い確率は農林漁業である。つまり，農林漁業は子供がいる確率が高い（表

３参照）が６歳未満の子供はほとんどいないことを示唆している。就業形態の変数では，

正規の職員・従業員を参照カテゴリーとした場合，パート，アルバイト，派遣会社の派遣

社員，その他の雇用されている人で，６歳未満の子供を持つ確率を低下させている。パー

ト労働は既婚女性の増加が指摘されているところであるが，そうした既婚女性は６歳以上

の子供を持っている人々である事が分る。逆に言うと，正規の職員・従業員が６歳未満の

子供を持つ確率が高いことになる。１週間の就業時間に関しては，就業時間の増加は６歳

未満の子供を持つ確率を低下させる。49時間以上ではその傾向が顕著である。企業規模に

関しては，官公庁勤務のみが６歳未満の子供を持つ確率を高めている。

５．既婚女性の就業行動と子供の有無；多項ロジット分析

■共働きか否か

表５は，夫婦が共働きかどうかで子供を持つ確率にどのような影響を与えているのか，

多項ロジットで分析を試みた。子供がいないを参照カテゴリーにした場合，子供がいるが

６歳未満の子供はいない事象と６歳未満の子供がいる事象を比較しながら考察を行う。は

じめに，地域の変数は，３大都市を参照カテゴリーとした場合，３大都市圏以外で子供が

いるが６歳未満の子供がいない確率が高くなっている。６歳未満の子供がいる確率も３大

都市圏以外で３大都市と比較して35％程度高くなっている。つまり，３大都市圏以外で

は，３大都市と比較して子どもがいる確率が高い。それも，６歳未満の子供がいる確率が

高いことが分る。

年齢の変数では，40～44歳で子供がいるが６歳未満の子供がいない確率が高くなってい

る。一方，６歳未満の子供がいる確率では，45～49歳の参照カテゴリーと比較して，どの

年齢層も６歳未満の子供がいる確率を高めている。最も高いのは30歳代であることが分

る。

学歴では，参照カテゴリーの大学・大学院以外の学歴で，子供がいるが６歳未満の子供

がいない確率が低くなっている。高卒が最も高い確率を示している。６歳未満の子供がい

る確率は，短大・高専卒の妻のオッズ比が高く1.19倍をしめしている。

世帯所得に関しては，1500万円以上を参照カテゴリーとすると，世帯の所得が300万円

以下で子供がいるが６歳未満の子供がいない確率を低下させている。800万円の層では，

子供がいるが６歳未満の子供はいない確率を増加させている。一方，６歳未満の子供がい

る確率は，世帯所得200万以下の層と500万円台，700万円台，900～1400万台で低下してい
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る。比較的所得層が高い層でも，６歳未満の子供のいる確率が低い。

最後に，共働きか否かでは，夫も妻も無業を参照カテゴリーとした場合，それ以外の働

きかた全てにおいて子供がいるが６歳未満の子供がいない確率を高めている。最も高いの

は夫も妻も有業の場合と夫も妻も雇用者の場合である。一方，６歳未満の子供がいる確率

は，夫が有業で妻が無業の場合である。これと逆の夫が無業・妻有業では，６歳未満の子

供を持つ確率を有意に低下させる。

■勤め先の企業規模・職業・就業時間・就業形態に関する多項ロジット分析結果

表６は，企業規模・職業・就業時間・就業形態を考慮した分析である。表６は，子供が

いないを参照カテゴリーとした結果である。子供がいるが６歳未満の子供がいない確率

表５　子供がいる確率（共働きか否か）

注：表１と同じ。
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る。

学歴の変数も表３の結果と同様で，子供がいるが６歳未満の子供がいない確率は，参照

カテゴリーである大卒・大学院卒以外の学歴でそのオッズ比が高い。最も高いのは高卒で

ある。一方６歳未満の子供を持つ確率は，高卒・短大卒で高い。その中でも，短大卒が最

も高い。

世帯所得は，600万円未満で子供がいるが６歳未満の子供がいない確率を低下させてい

る。この結果は表５の400万円未満より世帯所得が大きくなっている。一方，６歳未満の

子供を持つ確率は，100万円以下でその確率を低下させている。

勤め先の規模に関しては，官公庁などを参照カテゴリーとした場合，１～４人，10～

999人，5000人以上で，子供がいるが６歳未満の子供がいない確率が低下している。１～

表６　子供がいる確率

注：表１と同じ。

は，３大都市圏に比べそれ以外では子供が

いるが６歳未満の子供がいない確率は22％

程度高い。一方，６歳未満の子供がいる確

率は，表５の結果より大きくなり３大都市

圏と比べ３大都市圏以外で５割程度高くな

っている。

年齢では15～19歳と40歳前半の年齢層

で，子供がいるが６歳未満がいない確率を

高めている一方，25～34歳でその確率を低

下させている。６歳未満の子供がいる確率

は，参照カテゴリーの40歳後半と比較し

て，10歳代を除けば，全てその確率を高め

ている。高いのは表５と同様30歳代であ
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４人規模での働いている女性が最もその確率を低下させている。一方，６歳未満の子供を

持つ確率は，全ての規模でその確率を低下させている。取り分け，５～９人と1000～4999

人規模での労働者が最もその確率を低下させている。女性が出産をしながら働く環境整備

が最も遅れていることを示唆しているかもしれない。

職業では，専門的・技術的従業者，事務従業者，生産工程・労務・採掘などに従事して

いる女性は，子供がいるが６歳未満の子供がいない確率を低下させている。農林漁業でそ

の確率を増加させている。６歳未満の子供がいる職業は，教員，その他の専門的・技術的

従業者，その他サービス，保安・サービス・家庭生活支援，製造・制作・機械運転・建設

作業，労務作業等の職業従事者等で６歳未満の子供がいる確率を高めている。最も６歳未

満の子供を持つ確率を高めている職業は教員である。身分が安定し，出産をしながら働け

る環境下にあるものと思われる。一方，生産工程・労務・採掘で従事している女性は，６

歳未満の子供を持つ確率は低い。つまり，肉体労働で危険な仕事に従事している女性より

知的で身分が安定している職業で子供を持つ確率を高めている。

労働時間に関しては，１週間49時間以上働く女性は有意に子供を持たない確率を高めて

いる。子供がいるが６歳未満の子供がいないと６歳未満の子供がいる確率を有意に低下さ

せている。一方で，15時間未満では，子供がいるが６歳未満の子供がいないと６歳未満の

子供がいる確率を有意に高めている。また，30～34時間では，６歳未満の子供を持つ確率

を高めている。

最後に，勤めか自営かの就業形態に関しては，内職を参照カテゴリーとすると，全ての

就業形態で，子供がいる確率を低下させている。６歳未満の子供がいる確率を最も低下さ

せている就業形態は，派遣会社の派遣社員とその他の雇用形態である。身分が非常に不安

定な就業形態では６歳未満の子供を持つ確率を低下させている。

６．まとめ

本稿では，女性の働き方と子供の有無に関して考察を行った。15～49歳までの既婚者

で，子供がいないのは15.8％，子供がいるが６歳未満の子供がいないのは52.2％，６歳未

満の子供がいるのは32％となっていた。年齢では，30歳代が最も６歳未満の子供がいる年

齢となっていた。

子供の有無に関する２項ロジット分析からは，３大都市と比べ３大都市圏以外で子供を

持つ確率が高く，６歳未満の子供を持つ確率は３大都市圏以外では３大都市圏と比較して

５割程度高い。年齢では，30歳代が最も６歳未満の子供を持つ確率を高めている。妻の学

歴では，短大卒の女性が最も６歳未満の子供を持つ確率を高めていた。所得に関しては，
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子供がいる確率は所得の増加とともに高くなっているが，最も高いのは800万円で最も高

い。子供がいるが６歳未満の子供はいない確率は600万円未満ないし400万円未満でその確

率を低下させている。６歳未満の子供のいる確率は，300万円未満，ないし100万円未満で

その確率を低下させている。

働き方としては，夫が無業で妻が有業，夫も妻も雇用者の場合は６歳未満の子供のいる

確率を低下させる。夫，妻共に35時間時間以上働くことと比較して，夫35時間以上，妻35

時間未満，夫，妻共に35時間未満は，子供を持つ確率を高めている。妻の長時間労働は子

供を持つ確率を有意に引き下げる。

勤め先の企業規模では，官公庁が最も６歳未満の子供を持つ確率を高めていた。職業で

は，身分の比較的安定している教員が６歳未満の子供を持つ確率を高める一方，生産工

程，労務，採掘などの肉体的労働に従事している女性は６歳未満の子供を持つ確率を低下

させていた。また，農林漁業も子供を持つ確率を高めていた。しかし，６歳未満の子供を

持つ確率は有意に低かった。女性の長時間労働は有意に６歳未満の子供を持つ確率を低下

させる一方，週15時間未満の労働は６歳未満の子供を持つ確率を高めている。最後に，就

業形態に関しては，身分の不安定な派遣会社の派遣社員が最も６歳未満の子供を持つ確率

を低下させていた。

以上の考察から，６歳未満の子供を持つ確率を高める為には，３大都市圏以外の居住を

増加させるか，ないしは住空間の充実が必要である。年齢は30歳代で，学歴は短大卒，所

得は500万円以上で，職業は身分が安定している官公庁ないし教員で労働時間は週15時間

未満といった恵まれた環境下で６歳未満の子供を持つ確率が増加する。ユートピア的な社

会の実現を目標とすることになる。子供を持つ社会システムを創造するのは相当な費用が

かかることを示唆している。

参考文献
勝浦正樹（2013）「高齢化と国民の生活時間の配分の変化」『統計』第64巻，第３号，9-15.
黒田祥子（2010a）「生活時間の長期的な推計」『日本労働研究雑誌』No.599,53-64.
黒田祥子（2010b）「日本人の労働時間」鶴光太郎・樋口美雄・水町勇一郎編『労働時間改革』
日本評論社，33-51.
黒田祥子（2011）「日本人の働き方とライフスタイル」『統計』第62巻，第７号，2-8.
玄田有史・高橋主光（2013）「孤立無業（SNEP）について：『社会生活基本調査』匿名データ
による分析」小川一夫・神取道宏・塩路悦朗・芹澤茂弘編『現代経済学の潮流2013』東洋
経済新報社，71－110。
小﨑敏男（2010）「若年を取り巻く労働市場の変化と出生率の変化」『東海大学紀要政治経済
学部』第42号，103-130.
小﨑敏男（2011）「女性の働き方と少子化に関する考察」『東海大学紀要政治経済学部』第43



子供の有無と女性の働き方に関する考察

第46号（2014） 25

号，39-62.
津谷典子（2006）「社会生活基本調査からみた仕事と家庭」  

www.stat.go.jp/data/shakai/2006/ronbun/pdf/ronbun3.pdf

水野谷武志（2012）「正規雇用者における平日の労働時間と休息時間」『北海学園大学経済論
集』第59巻，第４号，73-84.

［追記］

東海大学紀要政治経済学部第45号で発表した「人口の高齢化と高年齢女性の就業対策」に

ついて紙ベースで発表した計算の一部を再計算されたものがWEBに記載されているので

参照して欲しい。

http://www.u-tokai.ac.jp/undergraduate/political_science_and_eco/kiyou/index/

pdf/2013/06_ozaki.pdf


